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スマートメーター仕様検討ワーキンググループの開催

 第1回次世代スマートメーター制度検討会での議論により、スマートメーター制度検討会の下に、学識経験者、スマートメーター
メーカー、システムベンダー、通信ベンダー、一般送配電事業者や新電力等の代表事業者、業界団体等から成る「スマートメー
ター仕様検討ワーキンググループ」を設置することとなった。

 第1回ワーキンググループを9月29日、第2回ワーキンググループを10月28日に開催。

 本資料では、ワーキンググループでの協議内容について、概要を報告する。
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第１回スマートメーター仕様検討ワーキンググループの概要

 第１回のワーキンググループにおいては、次世代スマートメーター具体的なユースケースや、ユースケースを実現する上での技術的
な課題等について議論を実施した。

WGメンバー（敬称略）※議題に応じて、追加・変更を検討

【座長】

【学識者】

【送配電事業者】

【メーカー】

【アグリゲーター/新電力】

【関連団体】

【オブザーバー】

石井 英雄（早稲田大学）

梅嶋 真樹（慶應義塾大学）

東京電力パワーグリッド株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、
関西電力送配電株式会社、九州電力送配電株式会社

大崎電気工業株式会社、東光東芝メーターシステムズ株式会社、三菱電機株式会社、
富士電機メーター株式会社、株式会社日立製作所、富士通株式会社、
沖電気工業株式会社、

ENEOS株式会社、グリッドデータバンク・ラボ有限責任事業組合、株式会社エナリス、
みんな電力株式会社、株式会社REXEV

電気事業連合会、日本電気計器検定所

西村 陽（大阪大学大学院）、関西電力株式会社、パナソニック株式会社、
KDDI株式会社

開催日時 2020年9月29日（火）13:00～17:00 （オンライン会議）

主な議題
○ 次世代スマートメーターのユースケースについて
○ 次世代スマートメーターの技術動向について
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第２回スマートメーター仕様検討ワーキンググループの概要

 第２回のワーキンググループにおいては、第1回で議論したユースケース、技術動向に加え、配電系統運用のデジタル化の動向
やガス・水道メーターとの共同検針に関するニーズについても議論を実施した。

WGメンバー（敬称略）※議題に応じて、追加・変更を検討

【座長】

【学識者】

【送配電事業者】

【メーカー】

【アグリゲーター/新電力】

【関連団体】

【オブザーバー】

石井 英雄（早稲田大学）

梅嶋 真樹（慶應義塾大学）

東京電力パワーグリッド株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、関西電力送配電株式会社、
九州電力送配電株式会社

大崎電気工業株式会社、東光東芝メーターシステムズ株式会社、三菱電機株式会社、
富士電機メーター株式会社、株式会社日立製作所、富士通株式会社、沖電気工業株式会社
ENEOS株式会社、グリッドデータバンク・ラボ有限責任事業組合、株式会社エナリス、
（欠席）みんな電力株式会社、株式会社REXEV

電気事業連合会、日本電気計器検定所

日本ガス協会、橋本産業株式会社、株式会社ミツウロコヴェッセル、アズビル金門株式会社、

（欠席）KDDI株式会社、公益財団法人水道技術センター、豊橋市上下水道局、

NPO法人テレメータリング推進協議会、岩谷産業株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、

一般社団法人太陽光発電協会、（欠席）東京都水道局、株式会社ディー・エヌ・エー

サーラエナジー株式会社、（欠席）輪島市上下水道局、厚生労働省、総務省

開催日時 2020年10月28日（水）13:00～16:00 （オンライン会議）

主な議題

○ 次世代スマートメーターのユースケースについて
○ 配電系統運用のデジタル化について
○ 次世代スマートメーターの技術動向について
○ 共同検針（Bルート）のニーズについて
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電力業界のメガトレンドと次世代スマートメーター

 現在のスマートメーターシステムは2014年度より本格導入を開始。

 次世代スマートメーターは、2020年代中盤から導入開始を想定。10年間使用することを前提とすると、2030年代には再エネが
主力電源化していく市場環境下であることを想定し、ユースケース・技術仕様を検討しなければならない。

2030年代2010年代

2010～

制度検討会

2020年代

スマートメーター
2014～

スマートメーター（第1世代）導入
2020年代中盤～
次世代スマートメーター導入

2030年代

第3世代？

現在

メガトレンド
2011

東日本大震災

2015

COP21（パリ協定）

2010年代後半～ SDGs、RE100等、脱炭素化の活性化

2020～ Covid-19 感染拡大 ポストコロナの生活様式

エネルギー
政策

2012～ 固定価格買取制度（FIT）の開始 2022～ 配電事業・アグリゲーターライセンス導入、特定計量の開始、FIP制度の開始

2019～ 家庭向け太陽光発電の卒FIT 2032～大型再エネの卒FIT

2016 小売自由化 2020～ 発送電分離

2021～ 需給調整市場の開始

2024～ 容量市場の開始2017～ 調整力公募

新たな
電力ビジネス

2020 電気事業法等改正2015 エネルギーミックス

2016～ VPP実証事業

2010～ スマートコミュニティ実証
分散電源（PV、蓄電池、EV等）の普及・拡大

プロシューマー、P2Pなど、新たな電力取引モデルの創出

再エネ主力電源化の進展

（導入から10
年間使用）

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4より

（事務局資料）
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ワーキンググループの協議結果（概要）

 第1回・第2回ワーキンググループの協議結果概要は以下のとおり。

ユースケース
 ワーキンググループで提示されたユースケースを整理すると、「系統運用の高度化」・「レジリエンスの強化」・「新たな電力取引」・
「データ活用」に分類が可能。それぞれ、時系列でユースケースの実現期待時期を整理。

一般送配電事業
者・配電事業者

 一般送配電事業者では、将来の再エネ・分散電源の普及を想定し、IT開閉器等、系統側のセンサーによる系統運用データ
の活用（デジタル化）を検討中。（一部実施済み）

 配電系統への再エネ・分散電源普及が進むにつれ、更に解像度の高いデータが必要となる可能性あり。スマートメーターデータ
による5分/10分の有効電力・無効電力・電圧測定は、配電系統のデータを強化し、更に分析精度を高める効果があると考
えられる。

 遠隔契約電力変更やLast Gasp等、電力系統のレジリエンス強化につながるユースケースについても提示された。

発電・小売・
アグリゲーター

 需給調整市場への参画を検討するアグリゲーターは事前審査の対応として、Bルートより1分値の計測を希望（ただし、低圧/
高圧ともに計測に関する課題あり。技術動向にて後述）。

 小売・発電事業者は、FIP・卒FIT電源における予測精度向上、インバランス抑制を狙い、計測粒度の細分化や、速報値提
供の高速化を希望。

共同検針

 ガス・水道事業者では、スマートメーターの導入が開始/検討されており、通信手段の一つとして、電力メーターとの共同検針も
検討されている。

 その他用途として、ゲートウェイ装置による家庭内データの集約や、屋外におけるIoTセンサ類の共同検針等のユースケースも
提示された。

データ利用
 ガス・水道データ等、異業種データとの連携も含めた電力データ活用の可能性についても、GDBLを中心に検討されている。

 また、電力データ分析により、断線状況の検知や避難状況の推定等が可能であることも示された。

技術動向

 現状システムの技術概要、計量粒度細分化、計量項目追加した場合の費用追加イメージについて電事連より提示された。

 Aルート通信技術については、無線マルチホップ方式・1:N方式が導入されているが、無線マルチホップ方式においても、5分値/
計測項目3倍に対応可能であることが示された（ただし、コンセントレーターの大幅増設が必要）。

 Bルート欠損の対応や、速報値/確報値の高速化（MDMSの技術要件）についても、議論が実施された。

 次世代スマートメーターに採用する通信技術検討にあたり、事務局よりLPWAや5G等の技術動向について情報提供した。
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ユースケース
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• 契約電力の遠隔制御により、停電時の自立運用
を長期化（Looop:MRI資料に掲載）

• スマートメータデータにより停電疑義検知、早期停電復旧（東電PG）

• データ分析による避難状況の可視化（東電PG）

ユースケースの整理（1/2）
 第1回検討会や第1回・第2回ワーキンググループの議論結果を基に次世代スマートメーターに期待されるユースケースを整理。

 系統運用の高度化・レジリエンスの強化・新たな電力取引・データ活用といった4区分で、各社のユースケースを分類した。

現在

2030年代
（再エネ主力電源化）

系統運用の高度化 レジリエンス強化

既存システムとの連携強化

追加計測項目を踏まえた運用効率化

系統運用の自動化・分散化

既存機能を活かした災害対応

機能追加による停電や異常事態の迅速な把握

• 計量粒度細分化により、より細かい需給調整を実現（早稲田）

• 計測データ分析により、設備設計計画を最適化（英国:MRI資
料に掲載）

• 電圧管理することで、再エネ普及拡大に貢献（東電PG・早稲田）

• 無効電力の取得により、EV充放電を系統の電圧管理に活用
（早稲田・REXEV、東北電力:MRI資料に掲載）

• IT開閉器とスマートメーターによる5分値（有効電力量・電圧）を
組み合わせて分析することで、断線検知やPV出力抑制管理に活用
（東電PG）

• DERの変動を管理するために分単位に計測粒度を細分化し、配電
線容量の逼迫に対応（関電送配電）

• 15分/5分値を取得し、分析・活用することで系統制御の精度を向上
（早稲田）

• 周波数制御レベルのデータ（ms単位）を取得し、マイクログリッドの
系統運用に活用（REXEV）

• Last Gasp機能による停電状況の早期把握（東電PG）

スマートメーター
へのニーズ

粒度細分化
（15分/5分～

ms）

無効電力・電圧
の測定

契約電力量の
遠隔制御

Last Gasp機能
の実装

※各ニーズの実装については、スマートメーターシステムにて実現するもの、他システムで実現したほうが合理的なものに分類して検討する

※括弧内はユースケースの提供元

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料5より再掲

（一部修正・追記）
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ユースケースの整理（2/2）

現在 新たな電力取引 データ活用・プラットフォーム

既存システムの課題対応

分散電源の市場統合

電気事業以外でのデータ活用

多様な電力データのプラットフォーム化

• 欠損/遅延を改善し信頼性を向上することで、VPP等への活用が
拡大（慶應義塾大学・エナリス・関西電力）

• （特に高圧にて）Bルート取得方法を改善することで、分散電源
利用の拡大につながる（慶應義塾、REXEV、みんな電力）

• 速報値/確報値のリアルタイム化により、サービスが多様化
（エナリス、みんな電力、SBパワー）

• サブメーターの管理、共同検針により分散電源の利用価値が拡大
（慶應義塾大学・REXEV・関西電力・エナリス・ENEOS）

• 発電/逆潮流データの取得により、卒FITやP2P取引の活用が拡
大する（エナリス、みんな電力）

• データ粒度の細分化（5分/10分）、速報値のリアルタイム化
（10分）が実現することで、再エネ発電予測精度の向上や、出
力変動に応じた早期発電計画見直し（インバランス発生抑制）
が可能（JPEA、DeNA）

• データ欠損が減ることで、データの利用価値が高まる（GDBL）

粒度細分化
Bルートの

使い勝手改善
計量値の

リアルタイム化
発電データの
取得・活用

2030年代
（再エネ主力電源化）

電力以外データの取り込み

リアルタイム性のあるデータ活用

• 感震・浸水等のIoTセンサデータと電力データを複合して分析すること
で災害可能性地域の可視化や避難状況を推定する（東電PG）

• 発電量や電源種別等のデータが利用できれば、発電量予測の精緻
化やCO2排出量の算定に活用可能（GDBL、みんな電力）

• 特定計量器等の機器点計量値についても、MDMSの時刻データと
同期することで、市場活用の機会が拡大する（関西電力）

• 計量粒度の細分化やリアルタイム化により、災害対策や見守りなど、緊
急性の高いユースケースへの適用拡大が期待できる（GDBL）

異業種データの
取得・活用

※各ニーズの実装については、スマートメーターシステムにて実現するもの、他システムで実現したほうが合理的なものに分類して検討する

スマートメーター
へのニーズ

※括弧内はユースケースの提供元

• 水道・ガス等のデータと電力データを複合して分析することで、見守り
等の予測精度が向上する（GDBL）

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料5より再掲

（一部修正・追記）

 新たな電力取引・データ活用のユースケースを分類結果は以下のとおり。
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一般送配電事業者・配電事業者
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 早稲田大学石井先生の発表では、スマートメーターデータ（30分値）を活用し、開閉器の設定等を最適化することで、電力
損失量を2～5%程度削減することが可能とされている。※東京電力パワーグリッドとの実証成果より

 スマートメーターデータの粒度を細分化することで更に損失低減の可能性があると考えられる。（ただし、開閉器設備の耐久性
など、配電運用設備側の制約も考慮しなければいけない）

スマートメーターデータ活用による電力損失量削減
第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-1より

(早稲田大学資料）
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分散電源の大量連系時の電力品質問題

 配電線に連系される太陽光発電や電気自動車、蓄電池が増えることで、電圧の上昇/降下が発生し、既設のセンサ類だけで
は、系統の状態推定が難しくなると想定されている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-1より
(東京電力パワーグリッド資料）
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配電系統運用へのデジタルデータの活用

 従来の配電系統運用においては、高圧配電線路上のセンサ開閉器の設置により潮流や電圧を監視・制御することでマクロな
系統管理（主に幹線）を行なってきた。

 今後、DER（PV、EV、蓄電池等）の更なる導入拡大に伴う局所的な系統制約等に対処するため、①センサ開閉器の設置
拡大による、よりきめ細かい制御に加え（支線等の電圧・電流1分値等の取得）、②系統末端近くにおけるスマートメーターを
介した計測データの充実（高頻度での電圧・電流値等の取得）など、ミクロなデータ管理（配電システムのデジタル化）が必
要になると考えられている。

 また、断線検知など、レジリエンスを高めるための取組も期待されている。

①センサ開閉器の設置拡大

センサ開閉器での電圧・電流等の計測による
高圧系統（幹線）のデータ管理・きめ細かい制御

②スマートメーターを介した計測データの充実

センサ開閉器の設置密度が低い場所で、スマートメー
ターによる高頻度な計測値を活用することで、配電網の
ミクロなデータ管理を強化、配電デジタル化を推進

高圧線路上のセンサ開閉器による
電圧・電流1分値/1分毎の取得

SMでの細かい粒度（5分値/10～15分毎）で
の電圧・電流値等の取得（一部のSMのみ）

配電線路上の電圧調整器等の制御、増設

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料5より

（事務局資料）
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 東京電力パワーグリッドでは、従来のIT開閉器を活用した配電網のデータ取得に加え、将来的にはスマートメーターデータ（全
体の約3%の台数の5分値：電圧、有効電力量、無効電力量）を取得し分析することで、系統運用を更に高度化することを
検討している。

系統運用へのスマートメーターデータの活用①
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-1より
(東京電力パワーグリッド資料）
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 中部電力パワーグリッドでは、現状でもスマートメーターデータと自動開閉器のデータを組み合わせて分析することで、電圧制御
機器の最適運用に活用している。

 将来、再エネ導入量が拡大することにより、スマートメーターやIT開閉器等のデータの活用や、需要家側設備の系統貢献
（DR/VPP等）の重要性が増すと考えられている。

系統運用へのスマートメーターデータの活用②
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-2より
(中部電力パワーグリッド資料）
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系統運用へのスマートメーターデータの活用③

 関西電力送配電でも、開閉器データを補完するデータとして、スマートメーターデータを活用することが考えられている。

 DERが分単位で出力変動することから、計測粒度についても現行より細分化していく必要性が提案された。
※粒度細分化は必ずしも全てのメーターに必要なわけではなく、必要なポイントのみの把握でも効果があると考えられている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-3より

(関西電力送配電資料）
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系統運用へのスマートメーターデータの活用④

 九州電力送配電でも、開閉器のデータをリアルタイムに計測することで、適性電圧維持や、再エネ発電の出力抑制緩和、また、
配電線事故点の早期発見等のメリットがあると考えられている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-4より再掲

(九州電力送配電資料）
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 東京電力パワーグリッドの発表では、IT開閉器とスマートメーターで電圧値を測定することで、設備情報と紐づけ早期に断線箇
所を特定することが可能とされている。

 IT開閉器のみでも約50%のエリアをカバーできるが、次世代スマートメーターで電圧測定機能が実装されれば、東電管内全ての
エリアで同様の断線検出が可能と考えられている。

IT開閉器・スマートメーターによる断線早期検出
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-1より
(東京電力パワーグリッド資料）
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レジリエンス強化①
第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-9より
（東京電力パワーグリッド資料）

 東京電力パワーグリッドからは、LastGasp機能を追加することで、停電の早期発見を可能とするユースケースが発表された。
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 株式会社Looopは、環境省「脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業」を活用し、埼玉県浦和美園にて、新た
に災害に強いマイクログリッドの実証事業を検討中。

 通常は商用系統より受電するが、系統停電時は、PVや蓄電池、EVからの給電による自立運転へと切り替える計画。

 自立運転を長時間維持するため、スマートメーター内にある電流制限機能により、使用電力を60Aから10Aへ制限することを計
画。（実際のオペレーションは一般送配電事業者への依頼により実施することを想定）

 別途、遮断装置等を設置する場合と比較し、効率的に災害対策を実現することが可能。

レジリエンス強化②
第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-10より

（事務局資料）

浦和美園プロジェクトの概要
スマートメーターに求める機能

 遠隔契約電力量変更機能
（サービスブレーカー）

 契約電力量データの遠隔取得

出所）株式会社Looop提供資料より抜粋
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 東京電力からは、電力使用量データから家庭の行動分析・異常検知を実施し、防災・減災・省エネ・見守りをサポートする実
証事業について発表された。

レジリエンス強化③
第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-9より
（東京電力パワーグリッド資料）
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発電・小売・アグリゲーター
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第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-2より
（太陽光発電協会資料）発電事業への活用①

 太陽光発電協会より、2050年に向けて、小規模太陽光発電が大幅に増加する可能性があり、調整力コストの最小化には需
要家側のリソースの活用が不可欠と発表された
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発電事業への活用②

 太陽光発電に設置する発電側スマートメーターの計測粒度細分化/早期データ提供を提案いただいた。細かいデータをより早く
入手することで、発電量予測精度が高まり、インバランス発生量を抑制する効果があると考えられている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-2より
（太陽光発電協会資料）
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発電事業への活用③
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-2より
（太陽光発電協会資料）

 太陽光発電など出力変動制再エネの発電量予測精度を向上することで、バランシンググループでの需給調整に貢献し、インバラ
ンスの発生量低減につながると考えられている。
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市場取引への活用に当たっての現行のスマートメーターデータの課題①

＜データの送信タイミング・粒度＞

 小売事業者、発電事業者だけではなく、アグリゲーターに対しても、より速やかにデータを提供し、市場価格をシグナルとしたインバラ
ンス発生回避行動を促していくことは、系統全体の負荷の平準化につながり、ひいては需給全体の安定化に資すると考えられる。

 しかしながら、現状、スマートメーターデータは、各事業者に対し、30分値を60分以内に提供しているため、必ずしもなインバランス
発生回避行動を促すまで十分な時間は取れていない。

 例えば、14:00から17:00の間に、再エネの急激な出力変動、市場の価格スパイクが発生した場合を想定すると、以下のケースのよ
うな対応が想定される。

＜現行仕様：30分値/60分以内に提供される場合＞
14:00～14:30のデータは15:30に提供

 14:00時過ぎに、「でんき予報」やTSOの公開情報を基に14:00
のエリアの自然変動電源出力の減少を確認
（需給状況を踏まえれば、インバランス料金の高騰が推測。）

 14:00時頃に、時間前市場価格の高騰の兆しを把握。
 15:30時点で、スマートメーターのデータ提供を受け、14:00～

14:30のコマで需要が上振れ、不足インバランスが発生していること
を確認

 自社BGの需要上振れに対しては、15:30以降のコマでしか対応が
できない

 時間前市場を活用した対応は困難

小売事業者 発電事業者・アグリゲーター

【把握できる状況】

【考え得る対応】

 14:00時過ぎに、「でんき予報」やTSOの公開情報を基に14:00
のエリアの自然変動電源出力の減少を確認
（需給状況を踏まえれば、インバランス料金の高騰が推測。）

 14:00時頃に、時間前市場価格の高騰の兆しを把握

 自ら需給監視システムを構築している者でなければ、現状スマートメー
ターデータが提供されないため、14:00～14:30のコマで自BGの再エ
ネ出力が減少していることを把握できない。

 仮に30分値/60分以内でデータが届いたとしても、15:30以降のコマ
でしか対応ができない。

【把握できる状況】

【考え得る対応】

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-3より
（事務局資料・一部修正）
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＜データの送信タイミング・粒度＞

＜仮に、30分値が10分以内に提供される場合＞
14:00～14:30のデータは14:40に提供

 14:40～15:00の間に、以下のオペレーションを実施。
• 追加でDR指令(EVの充電を一時停止等)を発令
• 計画変更を実施(ただし、計画変更の締切に間に合う16:00以降のコマにのみ反映)
• 時間前市場での調達 等（ただし、GCのタイミングに間に合う16:00以降のコマのみ調達可能）

 仮に、即座に応答可能な自社リソースを有している場合、
→14:30～16:00のコマで、自社BGの不足インバランス回避行動が可能(16:00以降のコマも同様)

 時間前市場を活用する場合、
→16:00～17:00のコマで、時間前市場への売電等、系統全体の需給を緩和する行動が可能

（仮に価格スパイクが3時間発生するとすれば、14:00～17:00のスパイク時間中、16:00～17:00のインバランスリスク回避が可能となるが、
価格スパイクの終了時刻が不明なため、このような行動をとることは制限には限界がある。）
※GCの時間が、現行の1時間前でなく、より実需給に近い断面となれば、こうした行動の幅は更に広がる可能性も考えられる。
※計画値変更のためのBG内での作業時間は考慮していない。

小売事業者 発電事業者・アグリゲーター

【把握できる状況】

【考え得る対応】

【把握できる状況】

 14:00時過ぎに、「でんき予報」やTSOの公開情報を基に14:00
のエリアの自然変動電源出力の減少を確認
（需給状況を踏まえれば、インバランス料金の高騰が推測。）

 14:00時頃に、時間前市場価格の高騰の兆しを把握
 14:40の時点で、スマートメーターのデータ提供を受け、14:00
～14:30のコマで需要が上振れ、不足インバランスが発生している
ことを確認

 14:00時過ぎに、「でんき予報」やTSOの公開情報を基に14:00
のエリアの自然変動電源出力の減少を確認
（需給状況を踏まえれば、インバランス料金の高騰が推測。）

 14:00時頃に、時間前市場価格の高騰の兆しを把握
 14:40の時点で、スマートメーターのデータ提供を受け、14:00
～14:30のコマで需要が上振れ、不足インバランスが発生している
ことを確認

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-3より

（事務局資料）
市場取引への活用に当たっての現行のスマートメーターデータの課題②
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＜データの送信タイミング・粒度＞

＜仮に、15分値が10分以内に提供される場合＞
14:00～14:15のデータは14:25に提供

 14:25～14:30の間に、以下のオペレーションを実施。
• 追加でDR指令(EVの充電を一時停止等)を発令
• 計画変更を実施(ただし、計画変更の締切に間に合う15:30以降のコマにのみ反映)
• 時間前市場での調達 等（ただし、GCのタイミングに間に合う15:30以降のコマのみ調達可能）

 仮に、即座に応答可能な自社リソースを有している場合、
→14:30～16:00のコマで、自社BGの不足インバランス回避行動が可能(16:00以降のコマも同様)

 時間前市場を活用する場合、
→15:30～17:00のコマで、時間前市場への売電等、系統全体の需給を緩和する行動が可能

（仮に価格スパイクが3時間発生するとすれば、14:00～17:00のスパイク時間中、15:30～17:00のインバランスリスク回避が可能となるが、
価格スパイクの終了時刻が不明なため、このような行動をとることは制限には限界がある。）
※GCの時間が、現行の1時間前でなく、より実需給に近い断面となれば、こうした行動の幅は更に広がる可能性も考えられる。
※計画値変更のためのBG内での作業時間は考慮していない。

小売事業者 発電事業者・アグリゲーター

【把握できる状況】

【考え得る対応】

【把握できる状況】

 14:00時過ぎにで、「でんき予報」やTSOの公開情報を基に14時
のエリアの自然変動電源出力の減少を確認
（需給状況を踏まえれば、インバランス料金の高騰が推測。）

 14:00時頃に、時間前市場価格の高騰の兆しを把握
 14:25の時点で、スマートメーターのデータ提供を受け、14:00
～14:15のコマで需要が上振れ、不足インバランスが発生している
ことを確認

 14:00時過ぎにで、「でんき予報」やTSOの公開情報を基に14時
のエリアの自然変動電源出力の減少を確認
（需給状況を踏まえれば、インバランス料金の高騰が推測。）

 14:00時頃に、時間前市場価格の高騰の兆しを把握
 14:25の時点で、スマートメーターのデータ提供を受け、14:00
～14:15のコマで需要が上振れ、不足インバランスが発生している
ことを確認

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-3より

（事務局資料）
市場取引への活用に当たっての現行のスマートメーターデータの課題③
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P2P取引への活用

 みんな電力は、再生可能エネルギー電源と再エネ供給を希望する需要家をマッチングするP2P電力取引システムを運営している。

 現状のスマートメーターデータは確報値の提示が1カ月単位のため、P2Pマッチング結果も確報値まで確定することができない。次
世代スマートメーターでは、再エネ利用拡大に向け、確報値の早期提示や発電側メーターデータの充実等が提案された。

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-8より

（みんな電力資料）
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小売事業への活用

 SBパワー(電力小売)は低圧需要家のお客さまを対象に、Cルートデータを活用した行動誘発型DRサービスによる消費電力量の
削減可能性を検証している。(対象：約4,000世帯、検証期間：2020年7月13日～2020年9月30日)

 スマートメーターデータ（Cルート）の計量粒度/頻度が細分化されることにより、DRによる需給調整をより細かく実施することがで
き、インバランス発生を抑制する効果があると考えられている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-3より

（SBパワー資料）
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再エネアグリゲーション事業への活用①

 DeNAからは、FIP/卒FITの再エネアグリゲーション事業（再エネ発電BG）について、スマートメーターのデータ活用可能性が発表
された

 FIP/卒FIT電源で組成されたBGは、火力中心のBGと比較し、出力変動によるインバランスリスクが高いと考えられる。

 2022年以降のインバランス価格は調整力の限界的なkWh価格を引用することから、調整力不足時にインバランス価格が大きく
上昇する制度設計が検討されている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-1より

（DeNA資料）
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再エネアグリゲーション事業への活用②

 FIP/卒FITの再エネ発電BGの運用に、細分化/高頻度化されたスマートメーターデータのを活用することで、小売・アグリゲーターに
よるFlexibilityの活用、インバランス発生回避を促す効果があると発表された。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-1より

（DeNA資料）
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再エネアグリゲーション事業への活用③
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-1より

（DeNA資料）

 英国では、2015年の制度改革以降、再エネ出力予測誤差によるインバランス価格スパイクが頻発するようになっており、2020年
3月4日には、300円/kWhを超えるインバランス価格が記録された。
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再エネアグリゲーション事業への活用④
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-1より

（DeNA資料）

 国内においても、再エネ出力変動にともなう電力需給への影響があった事例が発表された。
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（ご参考）英国におけるインバランス価格スパイクの要因
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-1より

（DeNA資料）

 ここ数年における英国での再エネ出力変動が、インバランス価格スパイクを引き起こした事例について発表された
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（ご参考）英国2020年3月4日の需給状況
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料1-1より

（DeNA資料）

 インバランス価格が最高値となった2020年3月4日については、風力発電の出力下振れと需要上振れが同時に発生したことで、
需給がひっ迫し、調整力指令が実施されたことで、インバランス価格の高騰につながった。
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アグリゲーション事業への活用①

 関西電力では、VPP実証の中でBルート（1分値）を取得し、リソース運用に活用している。また、三次調整力②の事前審査
要件（5分間の出力誤差±10%以内）を満たすためにも、アグリゲーターにとって1分値取得が重要と考えている。

 特定計量や差分計量の制度設計動向を踏まえ、BルートデータのMDMS統合など、需要家側DERの活用拡大に向けた計量
制度の設計が提案された。

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-5より

（関西電力資料）



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 38

アグリゲーション事業への活用②

 慶應義塾大学梅嶋先生からは、ローソンと共同で取り組んでいるVPP実証事業の経験から、利用者視点での6つの問題が提
起された。

 実際にBルート（1分値）を取得する上では、高圧メーターへのアクセス問題や計測粒度（桁数）などの課題があることが発
表された。

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-3より作成

（慶應義塾大学資料）

6つの問題提起

提案①機器計量は既存の機器の機能を！

提案②スマートメーターから取得できるデータ項目の見直し

提案③スマートメーター(高圧)と(低圧)計測粒度の精緻化と統一

提案④スマートメーターのデータにアクセスできない問題の解決

提案⑤スマートメーターBルートの開通運用フローの見直し

提案⑥フレームワークから対応策に落とし込むセキュリティ設計

計測桁数の問題

1分値等、細かい粒度でデータ取得した場合、桁数が表示されない

高圧スマートメーターにおけるBルートアクセスの課題
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アグリゲーション事業への活用③

 エナリスもVPP実証事業の中でBルート（1分値）を取得しているが、特に低圧メーターにおいてデータ欠損が多いことが発表さ
れた。※Bルート欠損の要因については、技術動向に関する各社報告資料にて補足

 また、次世代スマートメーターに向けては、これら現行スマートメーターの課題を解決するとともに、確報値の早期提供を実施す
ることで、電力小売メニューの多様化等が実現する等が提案された。

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-4より

（エナリス資料）

次世代スマートメーターへの要望（エナリス）低圧Bルートの欠損例

27分間の計測で9回の欠損が発生
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アグリゲーション事業への活用④

 EVカーシェアリングによるマイクログリッド事業に取り組むREXEVからは、同様にBルートデータへのアクセス改善の提案がされた。

 また、REXEVからは、マイクログリッド内の系統運用に活用する観点から、より細かい粒度のデータ取得や無効電力等の測定に
ついても、データ取得する意義について発表された。

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-2より

（REXEV資料）
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アグリゲーション事業への活用⑤

 ENEOSは、自社サービスステーションへのDER設置による自家消費エネマネを実施。需給調整市場の立ち上がりを視野にいれ、
調整力供出との両立について検証を進めている。

 ENEOSが設置するサブメーターについては、本年6月の電気事業法改正で措置され2022年4月施行に向けて検討が進められ
ている「特定計量」制度の適用も想定されている。本制度に戻づく計量器（特例計量器）の計量データとスマートメーターの
計量データについて拠点単位で一括管理されることの重要性（特例計量器データもMDMSを通して管理し機器点計量・差
分計量に活用）についても提案があった。

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-6より

（ENEOS資料）
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共同検針
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共同検針に関するニーズ（まとめ）

 共同検針に関する各社の検討状況は以下のとおり。全て実証段階のため、各仕様は今後変更となる可能性がある。

 LPガス事業では緊急時のアラーム送信/遠隔閉栓を「速やかに」実施する必要があり、ガス事業で共同検針を実現する場合は
優先してこれらの通信できるよう工夫することが求められる。また、停電時の対応についても考慮が必要である。

事業者 計量粒度 通信頻度 通信プロトコル その他要件等

ガス

サーラエナジー 1時間 2回/日
中部電力PG
と実施・検討中

 メーターからのアラーム送信（速やかに）
 緊急時の遠隔閉栓（速やかに）

ミツウロコヴェッセル 1時間 1回/日 Uバスエア
 メーター→センターへの発呼（3回/日）
 センターからのポーリング（1回/月）
 緊急時の遠隔閉栓（速やかに）

テレメータリング推進協議会 - -
Uバス

Uバスエア
ー

日本ガス協会 - -
Uバス

Uバスエア
ー

水道

豊橋市 2時間 6回/日
中部電力PG
と実施・検討中

ー

輪島市 （検討中） （検討中）
北陸電力送配電
と実施・検討中

ー

東京都水道局 1時間 1回/日 （検討中） ー

ガス
・水道

中部電力パワーグリッド 1時間 2回/日
共同検針実証
にて実施・検討中

 Aルートが混雑する時間帯を避けて送信

※Uバス：ガス・水道メーターと通信端末（通信ユニット・中継器）間を接続する有線通信方式。テレメータリング推進協議会にて、通信仕様の標準化が実施された。

※Uバスエア：Uバスと同様、ガス・水道メーターの標準通信仕様。メーター間でバケツリレー方式の多段中継を可能にする920MHz帯無線通信方式

（各社発表資料より抜粋）

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-11より

（事務局資料）
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ガス・水道メーター検針方式の標準仕様

 テレメータリング推進協議会では、ガスメーター・水道メーターの遠隔検針実現に向け、通信仕様の標準化等を実施。

 有線通信仕様であるUバス、無線通信仕様であるUバスエアを標準仕様とすることが、協議会の中で取り決められている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-1より

（テレメータリング推進協議会資料）
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ガスメーターの共同検針①

 日本ガス協会からは、テレメータリング推進協議会と同様、遠隔検針の標準化動向について説明があった。

 また、電力メーターとの共同検針を実施する場合の論点として、様々な環境下での通信環境の構築や、保安デ－タ・遠隔閉
開栓データの優先送受信など、ガス事業からみた必要条件が示された。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-2より

（日本ガス協会資料）
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ガスメーターの共同検針②

 ミツウロコヴェッセルからは、現在導入を開始しているLPガス向けスマートメーターの検針状況について情報共有された。

 現状はLPWA通信を利用し、1日1回検針データを送信、緊急時はセンターからメーターへ「速やかに」閉栓指示することも想定
されたシステムが構築されている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-3より
（ミツウロコヴェッセル資料）
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ガスメーターの共同検針③

 サーラエナジーでは現在PHSや3G通信を活用した遠隔検針システムを構築しているが、中部電力グループと共同で、電力メー
ターとの共同検針について検討を進めている。

 検針は1時間粒度で1日2回データを送信、計量値の他に警報情報の受信、緊急遠隔閉栓等が要件と説明があった。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-4より

（サーラエナジー資料）



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 48

水道メーターの共同検針①

 水道技術研究センターより、これまでの水道のスマートメーター化の検討（A-Smartプロジェクト）について概要が発表された。

 水道メーターデータを、事業の効率化や顧客への付加価値提供に活用することが検討されている他、電力メーター・ガスメー
ターの共同検針、データ活用の可能性についても検討されている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-7より
（水道技術研究センター資料）
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水道メーターの共同検針②

 豊橋市では、中部電力グループ・中部ガス（サーラエナジー）と共同で、電力スマートメーターのネットワークを活用した水道メー
ターの共同検針実証に取り組んでいる。

 現状、2時間粒度のデータを4時間ごとに発信し、水道使用量の見える化を実現。住民からは、訪問検針がなくなったことや、
データの見える化等の利便性向上について、高評価を得ているとの発表があった。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-8より

（豊橋市資料）
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水道メーターの共同検針③
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-11より

（事務局資料）

 輪島市では、厚生労働省「生活基盤施設耐震化等交付金」を活用し、北陸電力送配電の電力スマートメーター通信網を用
いた水道スマートメーターの先行導入を発表している。

 2020年11月より604戸に対し先行導入を開始。本事業の中で、適切な計量粒度や通信頻度の設定、水道データ活用の可
能性について検討していく。

出所）輪島市ウェブサイト
https://www.city.wajima.ishikawa.jp/article/20200

42100016/file_contents/smart_gaiyou.pdf
<2020年10月23日閲覧＞
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水道メーターの共同検針④
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-11より

（事務局資料）

 東京都は、水道スマートメーター導入によるお客様サービス向上や水道事業への活用等について検証することを目的に、2024

年度までに約10万個の水道スマートメーターを導入する「水道スマートメータートライアルプロジェクト実施プラン」を発表した。

 当初では、晴海地区において、東京2020大会期間中および大会終了後の選手村跡地住居（約6,000戸）での先行検証
が予定されていたが、大会延期に伴い、スマートメーターの検証計画も一旦再検討されている。

出所）東京都「水道スマートメータトライアルプロジェクト実施プラン」（2020年3月19日）
http://www.waterworks.metro.tokyo.jp/files/items/27930/File/press200319-01-01.pdf<2020年10月27日閲覧＞
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水道データの分析

 中部電力は、豊橋技術科学大学、東京設計事務所および湖西市と共同で、水道データ分析・利活用について共同研究を開始。

 メーターデータと各種センサーデータより、アセットマネジメントや漏水検知等に活用することを想定。

出所）中部電力プレスリリース（2020年11月5日）
https://www.chuden.co.jp/publicity/press/__icsFiles/afieldfile/2020/11/04/1105.pdf<2020年11月6日閲覧＞
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共同検針に向けた一般送配電事業者の取組①
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-9より
（中部電力パワーグリッド資料）

 中部電力グループは、前述のサーラエナジー・豊橋市等と共同検針実証を実施中。スマートメーターBルートで実装されている
920MHz帯無線を活用した共同検針システムの構築に取り組んでいる。
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共同検針に向けた一般送配電事業者の取組②
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-9より
（中部電力パワーグリッド資料）

 一般送配電事業者の取組として、有識者・メーカー・ガス事業者・水道事業者にて、共同検針インターフェース検討会議（仮
称）を立ち上げることが発表された。

 検討会では、無線端末（SM-NCU）とスマートメーター間の無線インターフェース（IoTルート）および他システム連係部の入
出力インターフェース（サーバ間）について統一したインターフェース仕様が検討される予定。
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IoTデータの共同検針①
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-5より

（岩谷産業資料）

 岩谷産業は、家庭内に通信機能を具備したゲートウェイ（イワタニゲートウェイ）を設置し、電力メーター・ガスメーター・水道
メーターの検針データを収集することを検討中。

 イワタニゲートウェイはIoTゲートウェイとして、その他IoT機器と接続可能である。また、通信機能付き警報器として、自治体から
の防災情報を受信し、住民に知らせるようなユースケースも想定されている。
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IoTデータの共同検針②
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-10より
（東京電力ホールディングス資料）

 東京電力ホールディングスからは、分電盤に設置するスマート分電盤による電流センシング・IoT連携の検討状況が発表された。

 電流データ（波形情報）を細かく分析することで、トラッキングなど電気火災の予兆を発見する効果が報告されている。

 また、IoTゲートウェイとして、警報器や火災報知器との連携など、防災・減災に資するユースケースが実現可能と発表された。
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IoTデータの共同検針③
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-11より
（事務局資料・一部修正）

 次世代スマートメーターのユースケースとして、宅外に設置されたIoTセンサー（環境センサーや防災用のインフラ監視センサー
等）のデータ集約も、その活用法として考えられる。

IoTネットワーク（センサ情報収集)

出所）第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ 資料2-9（東京電力パワーグリッド資料）

その他IoTサービスへの活用可能性

■スマート街路灯（環境センサー）のネットワーク化

出所）ミネベアミツミウェブサイト
https://www.minebeamitsumi.com/news/press/2020/1198433_13879.html

<2020年10月23日閲覧＞

■河川水位計のネットワーク化

出所）日本無線ウェブサイト
https://www.jrc.co.jp/jp/product/lineup/wireless_water_level_sensornet/index.html

<2020年10月23日閲覧＞
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データ活用
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 電力データの活用拡大を検討するグリッドデータバンク・ラボからは、次世代スマートメーターに向け、粒度細分化・高速化による
データ価値の向上や、他データとの連携、また、データ仕様の共通化について、発表された。

データ活用・プラットフォーム①
第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-7より
（グリッドデータバンク・ラボ資料）
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 グリッドデータバンク・ラボ、東京電力パワーグリッドからは、電力データ活用のユースケースとして、災害時の被災者数想定や避
難状況の可視化など、自治体の防災対策に活用することが発表された。

データ活用・プラットフォーム②
第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料2-9より
（東京電力パワーグリッド資料）
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 アズビル金門からは、電力・ガス・水道メーターを集約したデータ活用プラットフォーム「DX-EGA」について発表された。

 電力・ガス・水道データに加え、気象情報など多種多様なデータを重ね合わせることで、住民の行動推定やエネマネの高度化、
見守り等のユースケースへの活用が考えられる。

データ活用・プラットフォーム③
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4-6より

（アズビル金門資料）
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技術動向
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次世代スマートメーター仕様の論点
第1回次世代スマートメーター
制度検討会 資料2より
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海外と日本のスマートメーターの比較

国 英国 イタリア オランダ 米国※1 日本

有効電力量
（記録頻度）

〇
（30分値）

〇
（15分値）

〇
（15分値）

＊計測は10秒単位

〇
（15/30/60分値 等）

〇
（30分値）

無効電力量
（記録頻度）

〇
（30分値）

〇
（15分値）

〇（15分値）
〇

＊大口のみの電力会社
も存在

×

電圧測定
(記録頻度）

〇
（30分値）

〇 〇
〇

（5分値 等）
〇

計器情報 〇 〇 〇 〇 〇

遠隔開閉 〇 〇 〇 〇 〇

イベント情報
端子カバー操作、停電情

報、電圧情報等
端子カバー操作、停電情

報、電圧情報等
端子カバー操作、停電情

報、電圧情報等
端子カバー操作、停電情

報、電圧低下等
端子カバー操作、停電情

報、電圧低下等

共同検針・その他機能
・M-BUSによる共同検針
・Last Gasp
・プリペイド機能

・M-BUSによる共同検針
・Last Gasp
・プリペイド機能（第二世
代）

・M-BUSによる共同検針
・Last Gasp

・Last Gasp（Pingの
み）

ー

収集頻度
（メーター～

HES/MDMS）

30分毎（DCC※2）
10秒(需要家側)

日毎（SII※2）
15分毎(需要家側)

日毎（EDSN※2)
15分毎(需要家側)

4時間毎等（DSO）
30分毎（DSO※3）

1分毎（需要家側※3）

出所）各種資料より三菱総研作成

主要国で導入される最新のスマートメーターの機能

※1）米国は電力会社により仕様が異なる。 ※2）スマートメーターデータを利用するユーザーのデータ取得円滑化の目的で、国内のスマートメーターデータ連携を一元的に司るシステム ※3)DSOはAルート、需要家側はBルート

 日本と比較して、欧米のスマートメーターの設置が進んでいる主要各国では、細かな違いはあるものの、無効電力の採取、イベン
ト情報の記録内容、M-BUSによる共同検針（主に欧州のみ）といった機能がスマートメーターに具備されている。

 また、計測粒度については各国によって異なるが、電圧データ等の採取やホームデバイスとの連携性の向上が可能となっている。

第1回次世代スマートメーター
制度検討会 資料3より
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Aルートの通信方式（東京電力パワーグリッド）

 東京電力パワーグリッド管内では、主方式としてマルチホップ方式と、従方式として1N方式を適材適所で設置することにより、効
率的に高いエリアカバー率を達成していることが発表された。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-1より
（東京電力パワーグリッド資料）
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Aルートの通信方式（九州電力送配電）

 九州電力送配電管内では、Aルートの主方式として1:N方式、従方式としてPLCが採用されていることが発表された。

 1:N方式を採用するメリットとして、スマートメーター設置後すぐに通信可能であることや、通信ユニット単位で通信方式の変更が
可能であること、障害時の対応時には通信キャリアの迅速な対応が期待できること等が発表された。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-2より
（九州電力送配電資料）
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スマートメーターシステムの概要

 三菱電機からは、スマートメーターからコンセントレーター、HES、MDMSまでのスマートメーターシステムの全体像について発表さ
れた。

第１回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-3より

（三菱電機資料）
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技術的課題の整理 （計量器①）
 計量器メーカーである富士電機メーターからは、計量器の課題としては、計量頻度/粒度細分化への対応や桁数の増加への対

応等の必要性が発表された。

 計量粒度が細かくなることで、表示桁数の増加やメモリ容量の追加が必要と発表された。（ただし技術的課題による影響は小
さいと想定される）

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-2より
（富士電機メーター資料）

5分値に変更した場合の表示桁数の課題
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技術的課題の整理 （計量器②）
 計量頻度/粒度を細分化する場合、通信・システムと比較すると計量器へのコスト影響は相対的に小さいと考えられる。

 計量器のコスト増加要因としては、表示桁数やメモリ容量の増加等の仕様変更が考えられる。

 計量粒度の細分化等への対応については、技術的課題による影響は小さいと想定される。

出所）第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ 資料3-2（富士電機メーター資料）より

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料4より
（事務局資料・一部修正）

*計量器での記録頻度・表示桁数
の細分化（6桁→8桁）

*計量器への記録頻度細分化
（30分→15分or5分）

* データ送信は通信部が実施
* 計量部は計量しデータを出
力するのみ
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技術的課題の整理 （通信①）
第１回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（富士通資料）

 富士通からは、マルチホップ方式・1:N方式のそれぞれについて、方式の特徴の整理結果が発表された。

 将来的な通信データ増には、マルチホップ方式・1:N方式の双方が対応可能であるものの、マルチホップ方式にはコンセントレー
ター増設の問題、1:N方式にはマルチホップ方式からのマイグレーション問題があることが示された。
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技術的課題の整理 （通信②）
第１回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-5より

（沖電気工業資料）

 沖電気工業からも、将来的なデータ増を想定した場合のマルチホップ方式・1:N方式の特徴の整理結果が発表された。

 マルチホップ方式は、将来的なWi-Sun Fanへのアップグレードを想定し、伝送速度の向上を踏まえた評価が発表された。
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 パナソニックからは、欧州で導入が開始されたHD-PLC（高速電力線通信）技術について発表された。

 国内においては、HD-PLC技術の屋外利用は制限されており、すぐに適用することは難しいが、エッジ/コミュニティレベルでの高速
通信を可能とする技術の一つとして発表された。

第１回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-6より

（パナソニック資料）技術的課題の整理 （通信③）
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 電気事業連合会より、第1回WGで示された、低圧Bルート欠損に関する問い合わせ状況について発表された。

 問い合わせ実績があるのは10社中2社のみであり、その要因としては、HEMSとの電波強度に問題があるケースが多い。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-3より
（電気事業連合会資料）Bルート欠損問題①
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 各社ヒアリング結果より、低圧スマートメーターにおけるBルート欠損の要因としては、①Aルートデータ送信との競合による欠損、
②その他通信環境悪化による欠損などが考えられる。

 各需要家の通信環境によって要因が異なると想定され、個々の欠損要因を追求するには、現場における通信強度やAルート・
Bルート送受信履歴との関係性など、追加調査・分析が必要である。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）Bルート欠損問題②
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（ご参考）920MHz帯における今後の展望

 現在、総務省にてデジタルMCAシステムの移行に伴う、周波数（845～860MHz及び928～940MHz）の新たな利用方法に
ついて検討が進められている。

 そのうち、928～940MHz帯については、Wi-Sun AllianceよりWi-Sun FAN等での利用が提案されており、今後の総務省におけ
る検討結果によっては、スマートメーターで利用可能となる周波数帯域が増加することが期待される。

既存スマートメーターで利用 新規利用を検討中

出所）総務省ウェブサイトに三菱総研加筆
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000411.html<2020年10月23日閲覧>

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）
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 東京電力パワーグリッドからは、スマートメーターからHES、MDMS、託送システムを経て、30分値が60分以内に公開される仕組
みについて発表された。

 計測粒度/送信頻度の細分化には、各システムにおいて、処理能力向上等の対応が必要である。また、コンセントレーターの処
理能力や、携帯電話基地局への同時接続端末数の影響評価も別途検討が必要である。

技術的課題の整理 （上位システム①）
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-1より
（東京電力パワーグリッド資料）
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 九州電力送配電からは、毎正時００分及び３０分からの１０分間にてスマートメーターの３０分値をＨＥＳまで収集し、
毎正時１０分及び４０分からの２０分間にて３０分欠測値の再収集等が行われる仕組みについて発表された。

 また、その後の３０分間で、ＭＤＭＳや託送システム等での処理が行われる仕組みについて発表された。

技術的課題の整理 （上位システム②）
第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-2より
（九州電力送配電資料）
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技術的課題の整理 （上位システム③）

 今後、計量値の細分化や計量項目の追加が実施される場合は、MDMS等の処理能力向上等についても精査が必要。

 また、共同検針（ガス・水道・特例計量器等）のデータ管理方法についても、運用面・技術面の議論が必要である。

 その他の論点としては、第1回WGで提示された、「BルートデータのMDMS統合」や「確報値のリアルタイム化」への対応等が考え
られる。

ガス・水道
メーター

EV充電器 HEMS等

コンセント
レーター等 HES MDMS

小売電気業者 等

MDMS ガス事業者
システム

水道事業者
システム

託送業務
システム

【論点①】
計量値の細分化や計量項目の追加、処理速度の高
速化が実施された場合、どの程度の便益が期待され、
MDMSの処理能力向上にどの程度費用がかかるか。

【論点②】
ガス・水道等の共同検
針データについて、デー
タの秘匿性を保持しつ
つ適切にデータ提供す
ることが可能か

【論点③】
特例計量器等のデータを、インターネット回線経由でMD
MSに統合するなど、高度利用も考えられる

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）
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5G時代におけるLPWA技術の位置づけ

 LPWA技術は、低消費電力・低コストを目的としたIoT向け通信技術であり、5Gとは通信技術としての特性が異なる。

 LPWA技術は、通信キャリア主導のサービスと、事業者が独自にエリア構築が可能なサービスに大別される。後者は、事業者の
ニーズに応じて、自由に通信エリア構築が可能となるが、アンライセンスバンドのため、利用を独占できず、通信帯域等には制約が
ある。

出所）総務書「LPWAに関する無線システムの動向について」 https://www.soumu.go.jp/main_content/000543715.pdf＜閲覧日：2020年10月23日＞

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）
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移動体通信システムの進化・5G（第5世代）技術

 移動体通信システムは、約10年毎に進化を繰り返し、ここ30年間で最大通信速度は約10万倍に高速化。

 2020年よりサービスが開始された5Gの特徴は、「超高速」・「超低遅延」・「多数同時接続」。動画などのブロードバンドサービスを
更に拡張するとともに、低遅延・多数接続により、IoTのような多数小容量データを同時処理することにも適した、AI/IoT時代の
ICT基盤と考えられている。

出所）総務書「令和2年度情報通信白書」より

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）
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（ご参考）近距離無線技術

 近距離無線技術として、世界的にも広く利用されている技術はWi-FiとBLE（Bluetooth Low Energy）である。

 多くのスマートフォンやPCに実装されていることから、センサー等IoT機器においても、Wi-Fi、BLEの接続を前提として開発・販売さ
れている機器が多くなっている。

 920MHz帯無線ネットワークがセンサー等小容量データの取り扱いに特化しているのに対し、Wi-FiやBLEは2.4GHz帯など複数の
周波数を利用することで、動画等大容量のデータ転送にも対応していることが特徴である。

通信速度

通信距離

HF帯RFID

（NFC）

1m以内 100m以内

RFID

Zigbee

1km以内 1km以上

無線LAN

（Wi-Fi）

Bluetooth (BLE）

3G

LTE

（3.9G、4G）

LPWA

UHF帯RFID

5G

NB-IoT

Wi-SUN
LoRaWAN

SIGFOX

※ 同一の技術・規格において
も、その中のクラスによって、
通信距離や通信速度が異
なるケースがあります。

主な無線通信技術・規格における通信距離と通信速度の目安

出所）総務省「第４次産業革命における産業構造分析とIoT・AI等の進展に係る現状及び課題に関する調査研究」
図表3-8等に基づき三菱総研作成

 伝送速度:最大6.9Gbps

 伝送距離：数百ｍ

 主な周波数帯
：2.4GHz帯、5GHz帯

 消費電力量：大

 伝送速度:最大24Mbps

 伝送距離：数十ｍ

 主な周波数帯：2.4GHz帯

 消費電力量：小

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）
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（ご参考）5Gのエリア展開計画

出所）総務書「5G 及び Beyond 5G に関する現状」https://www.soumu.go.jp/main_content/000670824.pdf＜閲覧日：2020年10月27日＞

 総務省の指針に基づき、2023年度末までに全国の約98%のメッシュで5Gの基地局が展開されていく。

 2020年6月、総務省は更なる5G基地局の導入加速を発表、2023年度末に全国約21万局以上の整備を目標としている。

 次世代スマートメーターの導入が開始される2020年代中盤には、5Gのサービスエリアも急速に拡大していると想定される。
※NTTドコモ様からは「超高速」・「超低遅延」・「多数同時接続」が可能となる5G新周波数帯においても、2023年度末の基盤
展開率97%以上のエリア展開計画が発表されている。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）
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通信技術の進化を踏まえたスマートメーター通信システムの検討

 次世代スマートメーターの通信システムの仕様の検討に当たっては、通信技術の選択肢が広がっていることや、新たなユースケー
ス等を踏まえ、Wi-Sun Fanなどの新たなLPWA技術や5Gなども含めて比較検討を行うことが重要。

 現状、一般送配電事業者の多くが無線マルチホップ技術でエリア構築済であることを踏まえ、次世代以降のスマートメーター通信
技術（Aルート/Bルート）として、マイグレーションコストや運用コストも含め各技術の優位性・課題を見極める必要がある。

Aルート

Bルート

既存システム（Wi-Sun・1:N・PLC） 既存システム以外の技術

【無線マルチホップ】

 伝送速度：100kbps（最大）

 マルチホップでエリアを構築

 15分値/計測項目3倍（データ量6倍）にはCR増設で対応

 5分値/計測項目3倍（デ-タ量18倍）にはエリア設計等を見直し

【1:N（3G/LTE）】

 伝送速度：数十Mbps

 通信キャリアのサービスエリア内での通信が可能

 粒度細分化/頻度増加は、通信キャリアとの契約に寄る

【PLC（低速/高速）】

 伝送速度 低速：1～150kbps、高速：1M～200Mbps

 採用は集合住宅内程度

 現行電波法上では、高速PLCの屋外利用には省令改正が必要

【Wi-Sun】

 低圧スマートメーターで採用

 データ欠損が発生（通信環境等、欠損要因は特定されていない）

【PLC】

 低圧スマートメーターで採用（導入事例は少ない）

【イーサネット】

 高圧スマートメーターで採用（有線通信技術）

【Wi-Sun Fan】

 伝送速度：600kbps（周波数が拡張されれば2.4Mbps）

 既存Wi-Sun技術とマルチホップでエリア構築可能（既存Wi-
Sun技術を搭載したメーターはソフトウェアアップロードが必要）

【5G】

 伝送速度：1Gbps

 2023年時点の基盤構築率は97%以上（NTTドコモの場合）

 多接続技術により、3G/LTEと比較し、同時に多数のメーターを
接続することが可能

【Wi-Fi】（920MHz帯 IEEE802.11ah）

 伝送速度：数Mbps

 920MHz帯の利用により、1Km程度の通信距離を実現

 現時点では国内での利用条件等は確定してない

【Wi-Fi】（2.4GHz帯、5GHz帯、920MHz帯）

 伝送速度：最大9.6Gbps

 複数機器接続に特徴

【BLE*】（2.4GHz帯、920MHz帯）

 伝送速度：最大24Mbps

 1対1の機器接続に特徴

 低消費電力 *BLE：Bluetooth Low Energy

第2回スマートメータ仕様
検討ワーキンググループ

資料5より再掲
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（ご参考）第1回検討会でのご質問事項



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 85

海外における高調波計量の状況

出所）PG&E, https://www.pge.com/pge_global/common/pdfs/about-pge/environment/what-we-are-doing/electric-program-investment-charge/PGE-EPIC-Project-2.29.pdf
<2020年11月6日閲覧>

PG&E社 スマートメーターデータ（抜粋記載）

高調波電圧

高調波電流

全高調波歪

 北米では、高調波の計量が義務付けられていると聞いている。詳細について調べてほしい。

 カリフォルニア州・テキサス州で高調波計量機能を有するメーターの存在や電力会社による高調波測定の規定が
確認されたものの、メーターそのものに高調波計量機能を義務付けているという記載は発見できていない。

 高調波計量機能を有するスマートメーターは、カリフォルニア州で導入されている他、下記PG&E社事例等、米テ
キサス州では高調波による電力品質低下が生じた際、電力会社が原因（需要家／電力会社／その他サード
パーティー）を特定し、早期に解決することが定められいる。

 米国以外の事例として、香港では高圧メーターにおいて高調波歪みの測定が義務付けられてる。

ご質問

回答
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スマートメーターの通信データ量について

 スマートメーターの計量データはどの程度の容量なのか。
 5GやLTEで動画を視聴するのが当たり前となっている。スマートメーターの計量データが多少増加したとしても、通信

システムへの影響は軽微ではないか。

 スマートメーターの計量値は、約200byte/件（現行の有効電力量30分値の場合）。
 30分間で全国約8,000万台が送信することを考えると、合計約16GB/30分（標準画質の30分間の動画：

約65本分）となる。現行システムでは、30分で集約されたデータが託送システムを通じて60分以内に提供される。
 スマートフォン等で通信される動画データと比較すると、計量データの容量は想定的に小さいと考えられるが、無線

マルチホップ方式で採用される小電力無線は5G・LTEなど高速大容量を想定した通信技術とは設計思想が異な
ることや、利用周波数帯域/周波数幅も異なるため、単純にデータ容量のみで比較することは困難である。

ご質問

回答

無線マルチホップ方式 LTE・5G

周波数帯域
920MHz帯（関西・九州以外）の13.8MHz幅のみ

※アンライセンスバンド
800MHz帯・1.7GHz帯・2.0GHz帯等

※通信キャリアにより利用帯域、帯域幅が異なる

通信方式
特定小電力無線（Wi-Sun）

※低消費電力で小容量通信に特化した技術
LTE・5G等の高速無線技術

期待される
伝送速度

20kbps～200kbps（Wi-Sun）
100kbps～600kbps（Wi-Sun Fan 2.0）

最大150Mbps（LTE）
最大20Gbps（5G）

※最大15Mbps（LTE Cat.1）

対象とする
通信データ

スマートメーター計量データ等の小容量データ
（200byte/件*程度）

小容量データ～動画等の大容量データ
（標準画質の動画120分で1GB程度）
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（ご参考）データ量増加と通信技術の関係性

 スマートメーターの計量データは、動画データ等と比較すると、遥かに小さいデータ量（100byte/件程度）である。

 大半の事業者が採用する現行の無線マルチホップ（特定小電力無線技術と920MHz帯）にはデータ量増加の限界があると考
えられる。特定小電力無線はIoTセンサなど小容量データの転送に最適化された技術であり、920MHz帯もIoT向けの限られた
周波数帯域幅であるため、現状の計量データが数倍に増加することの影響を検討する必要がある。

 通信キャリアが使用する周波数帯域でLTEなど高速無線技術を採用する場合は、将来的にデータ量が増加したとしても、大きな
影響はない。

無線マルチホップ

特定小電力×920MHz帯

 920MHz帯はIoTデータをターゲットとした限られた帯域幅

 アンライセンスバンドのため、他事業者もサービスに利用（帯域が混み合う可能性）

 特定小電力無線は伝送速度よりも低消費電力を重視した通信技術

1:N方式

LTE/5G×通信キャリア帯域

 特定小電力無線×920MHz帯は、低コストで小容量データを送信することに適しているが、高速
化・大容量化には上限がある

 将来的なデータの増加量によっては、現行の無線マルチホップではデータ量を処理できない可能性

 一方で、単純に1:N方式を採用するだけでは、通信コスト増が危惧される。無線マルチホップとのハ
イブリッドや、LPガス向け等で採用されるLTE Cat.1等の活用等、工夫が求められる

 通信キャリアは800MHz、1.7GHz、2GHz帯など複数の帯域の利用認可を取得

 ライセンスバンドのため、通信キャリアは通信混雑等の管理が可能

 LTE/5G等、高速大容量通信に適した通信技術を採用することにより、大容量のデータ
通信が可能

第1回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-7より

（事務局資料）
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（ご参考）主な無線通信技術の比較

アンライセンスドLPWA
セルラーLPWA

（ライセンスドLPWA）
（参考）4G/5G

Wi-Sun Wi-Sun 
Fan 1.1

LoRAWAN SIGFOX LTE-M NB-IoT LTE Cat-3 5G

伝送速度*
（bps）

100k 600k 250k
DL:0.6k
UL:0.1k

1M
DL:27.2k
UL:62.5k

DL:100M
UL:50M

10G

モビリティ
移動中の通信

×** 〇 ×** 〇

消費電力 小 小*** 大

エリア 事業者が独自構築 通信事業者に方針による

周波数帯 920MHz帯（ISM帯）
各通信事業者が利用する周波数帯

（800MHz帯、1.7GHz帯、2.0GHz帯等）

出所）各種資料より三菱総研作成

*伝送速度は各方式における最大値。実行速度はそれぞれの通信環境により異なる
**一部低速移動中の通信については、対応可能性あり
***アンライセンスドLPWAと比較した場合、消費電力は大きいとのコメントあり

 スマートメーターに関連する主な通信技術の概要は以下のとおり。

 アンライセンスドLPWA技術は、伝送速度では劣るものの、低消費電力での運用に長けた通信技術である。エリアを独自構築す
ることが求められるが、通信事業者の意向に寄らず、自社事業に必要なエリア構築が可能である。

第2回スマートメータ仕様検討
ワーキンググループ 資料3-4より

（事務局資料）
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本資料の前提条件

1．位置付け 本資料は、本検討会で使用されることを目的として作成されたものであり、その他の目的に使用されることを予定し
ておりません。

2．情報の正確性・免責 本資料は、ご提示時点で入手可能な情報および経済、市場、その他の情報に基づいて一定の仮定に基づき作成
しているものです。作成した情報の正確性・完全性及びそれを使用した結果等について弊社は一切の責任を負い
ません。

3．商標使用 本資料に第三者の商標が含まれている場合がありますが、当該商標の使用は本資料の出所を表すものではなく、
ご理解を深めるために本資料限りの記載であります。
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